
新技術情報提供システム
（NETIS）の活用状況等について

九州地方整備局

令和６年度 新技術・新工法説明会



港湾及び空港に関する技術については
下関港湾空港技術調査事務所

NETISの技術の登録、様々なNETISに関する相談、NETISに登録された技術の評価お
よび活用促進に向けたサポートなどを行っています。

道路、河川、公園などに関する技術については
九州技術事務所

新技術活用に関する相談窓口

九州地方整備局では、NETISに関する窓口



本日の内容

1.新技術活用スキームの概要

2.NETIS技術の活用状況

3.直轄工事で活用するにあたって

4.活用促進に向けた取り組み
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新技術活用システムから新技術活用スキームに変わりました 5
公共工事等における新技術の活用検討事務の効率化や活用リスクの軽減等を図り、

有用な新技術の積極的な活用を推進するための仕組み

新技術活用スキームの中核となるのが、新技術に関する情報収集・提供を図る手段

として整備したデータベース

新技術情報提供システム NETIS
（New Technology Information System）

これまで R6.4から

新技術活用システム ⇒ 新技術活用スキーム



公共工事における新技術と目的 6
公共工事における新技術とは

公共工事の課題である、コスト・工程の縮減や、品質・安全の確保、
環境の保全などを解決するための優れた技術

公共工事に関する優れた技術は
公共工事等の品質の確保に貢献し、良質な社会資本の整備を通じて
・豊かな国民生活の実現およびその安全の確保
・環境の保全と良好な環境の創出

優れた技術を持続的に創出していくためには

民間事業者等により開発された有用な新技術を公共工事等において

積極的に活用していくことが重要です。

この目的を達成する仕組みが「新技術活用スキーム」



新技術データベース『NETIS』の登録から事後評価までの流れ

実

用

化

開 発 者 （申請者）

●技術開発
の改良

●技術の開発

▸ 試行申請型：申請者（技術開発者）から申請により活用
▸ フィールド提供型：ニーズがあった新技術を民間から募集し活用
▸ テーマ設定（技術公募）：技術募集テーマ等に基づき新技術を民間から募集し活用

技術改善のヒント
▼

技術の
スパイラルアップ

開発意欲向上
▲

現場での普及

活
用
効
果
調
査
５
件
以
上
蓄
積公共工事等に関する、実用化

された技術を申請、登録

ＮＥＴＩＳ
（申請情報）

登 録
直轄工事、業務等において、
施工条件に適した新技術を
活用

技術の成立性や活用効果
などを総合的に評価

事 後 評 価

（R6年4月現在）

約3,300 件
登録

（評価会議）

▸ 推奨技術
▸ 準推奨技術
▸ 評価促進技術
▸ 活用促進技術

申
請

（技術事務所） 活 用 （発注者・受注者）

登 録

ＮＥＴＩＳ
（評価情報）

約850 件登録

有用な新技術に指定

公共工事等における新技術活用スキーム

Web上で情報提供（公開）
https://www.netis.mlit.go.jp

『ＮＥＴＩＳ』

評価情報を掲載

検 索

評価結果をフィードバック

民間事業者等により開発された有用な新技術を公共工事等において積極的に活用・
評価し、技術開発を促進していくためのスキーム（平成13年度より運用）

新技術を活用する 5 つの方式

従来技術に比べて
優位性の高い技術

推 進 会 議

一般公開にて登録技術の活用促進

推 薦

■一般的な活用方式

▸ 発注者指定型：発注者の指定により活用
▸ 施工者選定型：施工者らの提案に基づき活用

■新技術の活用を促す取組

7

登 録

施 工 者 （ 請 負 者 ）

有用な新技術は
施工選定型での活用により
工事成績評定へ加点
総合評価方式へ加点

ＮＥＴＩＳ    の掲載期間

▸ 申請情報【 A 】⇒10年
▸ 評価情報【VE・ VR】⇒10年
▸ 推奨技術もしくは

準推奨技術⇒15年



新技術活用における期待される効果 8
公共工事等に関する優れた技術は、良質な社会資本整備の促進に寄与します。

コスト縮減を踏まえた
工事発注、調査設計業務発注

事業のスピードアップ

適切な品質確保

維持管理の効率化など

発

注

者

工事効率化等による工期短縮

適切な管理による品質確保

省エネルギー、省資源化

総合評価方式、工事成績評定
の加点対象など

施

工

者

開発技術の活用・評価

工事における活用機会増加

技術開発のスパイラルアップなど

開

発

者

新技術の活用によって、発注者、施工者、開発者に以下の効果が期待されます。



QS –２4 ０００１ - A
登録地整
の記号

年度毎の
登録番号

情報種別
記号

HK:北海道
TH:東北
HR:北陸
KT:関東
CB:中部
KK:近畿
CG:中国
SK:四国
QS:九州
OK:沖縄

NETIS掲載技術は、登録番号によって管理されています。どのエリアでどの時期

に登録された技術なのか、その技術がどの状況にあるのかがわかります。

未評価の技術（評価情報が未掲載の技術）
Ａ：application（申請）

A

評価の結果、継続調査等の対象とする技術
ＶＲ：value re （再評価）

VR

継続調査等の対象としない技術
ＶＥ：value end  （評価終了）

VE

登録地整
の記号

登録年度
（西暦）

年度毎の
登録番号

情報種別
記号

HOKKAIDOU

QYUSHU

3桁目に「K」がついているものは、「港湾NETIS」の登録技術 例：QSK、KTK

NETIS登録番号 9

登録当初は全て「A」であり、活用した実績により事後評価を行い、その結果に

よって「VR」「VE」となります。



発注者指定型 施工者選定型
現場ニーズ等により、必要となる新技術を
設計段階で検討し発注者が指定して活用する
タイプ

施工者（受注者）からの提案に基づき、
工事内容に適した新技術を選定して活用
するタイプ

【例】
・地盤改良工
・ボックスカルバート工
・グランドアンカー工
・河川護岸工
・橋梁耐震補強工
・機械設備
・橋梁補修補強工など

【例】
・UAV等による3次元測量
・仮設ハウス
・仮設トイレ
・情報共有システム
・ICT建設機械
・安全灯、照明灯
・工事看板
・コンクリートの品質向上技術など

新技術の活用の型について 10

NETISに登録された新技術は、５つの活用方式により活用され、特に活用の多い

「活用の型」は、『発注者指定型』と『施工者選定型』

他に新技術の活用を促す取組として

・試行申請型：申請者（技術開発者）から申請により活用

・フィールド提供型：ニーズがあった新技術を民間から募集し活用

・テーマ設定（技術公募）：技術募集テーマ等に基づき新技術を民間から公募し活用
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九州地方整備局管内の新技術活用技術数は毎年増加

新技術活用技術数 12

令和５年度の活用技術は4000件を突破
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新技術活用状況の推移（港湾空港関係工事、官庁営繕工事は除く）

未活用工事
活用工事
活用率

九州地方整備局管内の活用率は毎年増加 ※活用率（活用工事件数/総工事件数）

新技術活用工事件数 13

R５年度の活用率は約72％（継続工事含む） ※完了工事のみ約87％



仮設工 26%

土工 16%

コンクリート工

10%

共通工
9%

道路維持修繕工 7%

ＣＡＬＳ関連技術
6%

電気通信設備
5%

舗装工 3%

港湾・港湾海岸・
空港 3%

調査試験 3%

その他 12%

活用延べ新技術

4,020技術

種 類工 種

仮設ハウス、仮設トイレ、保安用品仮 設 工

出来形計測システム、バックホウ（ICT、低燃費等）土 工

鉄筋防錆剤、打設面養生材コ ン ク リ ー ト 工

情報化施工（建機コントロール・ガイダンス、遠隔臨場システム）共 通 工

路面補修技術、保安用品、除草技術道 路 維 持 修 繕 工

活用件数
工種ランキング順位

R3R4R5

7569431,064仮設工１

713790624土 工２

491388416コンクリート工３

297365364共通工４

190241262道路維持修繕工５

192141247CALS関連技術6

130170207電気通信設備7

126162122舗装工8

7099110港湾・港湾海岸・空港9

116119103調査試験10

402534501その他－

3,4833,9524,020合 計

延べ技術数

傾向は例年とほぼ同様、工種ランキング上位５工種（※営繕・港湾空港工事を含まない）

活用件数の多い工種分類 14
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特記仕様書への記載例

第〇条 新技術の活用「施工者選定型」
1. 本工事は、施工者が原則 1 技術以上の新技術を選定したうえで活用を図る

新技術活用工事である。
ただし、発注者指定型または、発注者指定型（選択肢提示型）により新技

術を活用する工事の場合、この限りではない。

国土交通省では、建設現場におけるイノベーションの推進や生産性向上を図るた

め、新技術・新工法・新材料の導入・利活用を加速化に取り組んでおり、更なる

活用促進のために、直轄土木工事（港湾空港関係工事、官庁営繕工事は除く）に

おいて新技術活用を原則義務化しています。

【工事】仕様書における新技術活用の義務化について 16



特記仕様書への記載例

第〇条 新技術の活用
３．受注者は、新技術を活用する場合、以下の内容を新技術情報提供システム

（ NETIS）に登録しなければならない。
１）新技術活用計画書・実施報告書
２）活用効果調査表

ただし、継続調査が不要と判断された技術（NETIS登録番号の末尾が「-VE」と
されている技術）は実施報告書及び活用効果調査表の登録は要しない。

国土交通省の直轄工事を実施するにあたり、特記仕様書においてNETIS登録の技

術を活用した場合は、活用効果調査表等をシステムに登録するよう規定されてい

ます。

※末尾記号がVEの技術については、新技術計画書のみを登録

【工事】新技術活用計画書・活用効果調査表等の登録について 17



第1209条 第12項
受注者は、概略設計又は予備設計における比較案の提案、評価及び検討をする

場合には、従来技術に加えて、新技術情報提供システム（ＮＥＴＩＳ）等を利用
し、有用な新技術・新工法を積極的に活用するための検討を行うものとする。な
お、従来技術の検討においては、ＮＥＴＩＳ掲載期間終了技術についても、技術
の優位性や活用状況を考慮して検討の対象に含めることとする。

また、受注者は、詳細設計における工法等の選定においては、従来技術（ＮＥ
ＴＩＳ掲載期間終了技術を含む）に加えて、新技術情報提供システム（ＮＥＴＩ
Ｓ）等を利用し、有用な新技術・新工法を積極的に活用するための検討を行い、
調査職員と協議のうえ、採用する工法等を決定した後に設計を行うものとする。

業務共通仕様書に新技術活用について明記されており、新技術やNETIS掲載終了

技術を比較検討するよう規定されています。

土木設計業務等共通仕様書 抜粋

【業務】新技術の検討について 18



活用前 ： 新技術活用計画書

活用後 ： 実施報告書・活用効果調査表

業務（調査・測量等）において、新技術を活用した場合も、調査表等の登録が必要

業務（調査・測量等）において新技術を活用する場合
測量業務共通仕様書第 141条 新技術の活用について

地質・土質調査業共通仕様書第 141条 新技術の活用について

土木設計業務等共通仕様書第 1140条 新技術の活用について

登録が必要です

（※ただし、「-VE」技術については、新技術活用計画書の登録のみ）

【業務】新技術の検討について 19



施工者選定型でNETIS登録された新技術を活用し、
活用の効果が確認できた場合

工事成績評定で加点

NETIS登録の新技術の活用等を行う提案

加点の対象

総合評価方式における入札契約手続き（オプション項目）

工事成績評定

20

総合評価落札方式で新技術の提案により加点の対象になることがある。

直轄工事における新技術活用のメリット 20

新技術を施工者選定型で活用し活用の効果が確認できた場合、工事成績評定で加点

されます。



HPでは利用上の注意事項が掲載されています

NETISの利用上の注意事項 21



1.NETIS掲載情報は、当該技術に関する証明、認証その他何ら技術の裏付けを行う
ものではなく、新技術活用に当たっての参考情報といった性格のものであること。

2.特に、申請情報は、技術開発者からの申請に基づく情報であり、その内容につい
て、国土交通省及び評価会議（ 整備局等）が評価等を行っているものではないこ
と。また、申請情報のNETIS掲載に伴う苦情、紛争等への対応は、NETIS申請者が
行うものであり、国土交通省は何らの責任も有しないこと。

3.評価情報は、当該技術の活用等を行った結果に基づき評価を行ったものであり、
個々の現場の条件その他により評価は変わりうる等の性格を有するものであること。

4.新技術の活用は、現場毎の条件の適合性等による判断に応じて設計・工事担当部
署がそれぞれ行うものであり、評価結果に基づき当該技術の活用等の実施が保証さ
れるといった性格のものではないこと。

5.特許権等知的財産権については、関係法令に基づき取り扱われるものであること。

NETIS（新技術情報提供システム）利用時の注意事項

NETISの検索方法 22



NETIS申請者作成パンフレット等に関する通知

NETIS関連の通知 23



NETIS関連の通知 24



NETIS関連の通知 25



NETIS
（Web）

施工者 発注者 技術事務所

計画書
調査表
報告書作成・登録

計画書
調査表
報告書確認

調査表
作成・登録

登録・訂正登録・訂正

NETISのトップページから、
「活用効果調査表/活用計画書」タブを選択

WEB活用効果調査表の「作成」を選択

「ログインIDパスワードを新規登録」を選択

ログインIDパスワードは
工事ごとに申請が必要です。

新技術活用効果調査表等はＮＥＴＩＳのシステムから作成します

新技術活用効果調査表等の作成 26



※システム画面は、一部簡略化しています。

新技術活用前（VE Ａ VR） 新技術活用後（Ａ VR）
■新技術活用計画書 ■実施報告書

■活用効果調査表

計画書

（新技術活用理由等）

実施報告書

（施工概要等）

活用効果調査表（発注者用）

活用効果調査表（施工者用）

（従来技術と比較し、活用の効果を評価）

現場で
新技術活用

活用効果調査表は、｢新技術活用計画書｣､｢実施報告書｣ ､｢活用効果調査表（発注者

用、施工者用）｣で構成されています。

新技術活用効果調査表等の作成 27

新技術活用前に「計画書」、活用後に「実施報告書」、「活用効果調査表」を作成

してください。



調査表報告書計画書情報種別記号

登録登録登録「-A」「-VR」

不要不要登録「-VE」

■活用が中止になった場合は九州技術事務所へ報告してください！
E-mail ： qsr-kyugi-netis@ki.mlit.go.jp

直轄工事での新技術活用効果調査表の登録 28
新技術活用計画書は、活用する全ての新技術において、作成が必要です。

新技術活用決定後、速やかに作成し、必ず活用前までに登録してください。

実施報告書・活用効果調査表は新技術を活用後、速やかに作成し登録してください。

「-VE」技術は、「実施報告書」「調査表」の作成が不要です。



本日の内容

1.新技術活用スキームの概要

2.NETIS技術の活用状況

3.直轄工事で活用するにあたって

4.活用促進に向けた取り組み

29



九州地方整備局では、新技術の活用促進を目的に発注者・受注者向けに新技術
に関する説明会の開催しています。

【技術開発相談窓口・広報】
NETIS登録・申請等
開発者からの相談、NETIS登録の受付、審査、指導など

広報活動
NETISパンフレット、HPやSNSによる登録の発信、新技術相談

【新技術NETIS活用支援】
新技術・新工法説明会
毎年九州7県で新技術の説明会を開催

新技術説明会
毎年発注者・受注者向けWEB説明会を開催 数回/年

新技術促進に向けた取り組み 30

新技術開発者へのNETIS登録相談窓口、広報活動にも取り組んでいます。

NETIS登録・申請等 開発者からの相談、NETIS登録の受付、審査、指導、広報活動としてNETISパンフレット、HPやSNSによる登録の発信、
新技術相談を行っています



①コンクリート
構造物補修工

5工法 138技術

表面含浸工法
断面修復工法
ひび割れ補修工法
表面被覆工法
電気防食工法

②軟弱地盤処理工
5工法 100技術

機械撹拌工法
高圧噴射撹拌工法
表層混合処理工法
薬液注入工法
残土処理工法

③道路舗装工
2工法 36技術

アスファルト舗装工法
舗装版ひび割れ補修工法

④擁壁・法面工
3工法 38技術

補強土擁壁工法
大型ブロック積工法
落石防止網設置工法

31
国土交通省発注の業務・工事向けの支援として工法比較表データベースを構築

令和6年7月現在

工法比較表データベース 31

発注事務所からのニーズの多かった４工種 １５工法を対象にデータベース作成

NETIS等からの工法比較の一次選定時の工法抽出をサポート、効率的な工法比較

検討を支援



九州技術事務所のホームページ
新技術情報／ＮＥＴＩＳ

32
工法比較表データベースは九州技術事務所ホームページより利用の申請ができます。

九州技術事務所のホームページ新技術情報／ＮＥＴＩＳから
工法比較表データベースをクリック

【工法比較表データベース】をクリックすると、
【工法比較表データベース借用申請書】の画面が表示されます。

工法比較表データベース 32

申請受理後は、マニュアルとデータベース（エクセル）がダウンロードできる
URLが通知されますのでダウンロードして利用ができます。
データの公開期限は１ヶ月ですので期限が過ぎた場合は、再度申請等が必要に
なります。
直轄の業務、工事を受注された場合はご活用ください。



九州技術事務所HP (トップ画面）

九州技術事務所 検索

九州技術事務所 新技術ポータルサイト 33
九州技術事務所HPの「新技術情報/NETIS」に新技術に関する情報を掲載

しています。

活用効果調査表の記入方法や工法比較検討に関する情
報など、いろいろな情報が掲載されています。

新技術に関する疑問や問題が発生した場合は、九州技術事務
所ホームページの新技術ポータルサイトを活用してください。



「SNS」による九州登録のNETIS技術の紹介 34

NETIS の
登録情報が
確認できます。

九州技術事務所
facebook

九州技術事務所
X

新技術情報提供システム（NETIS）に登録された新技術について、活用を促進

するために、発注者、設計者、施工者、開発者に向けて情報発信

【いいね！】で
今後最新情報が
閲覧できます。

【シェア】で
情報共有が
できます。

登録された
新技術の概要
を紹介してます。

NETIS の
登録情報が
確認できます。

NETIS の
登録情報が
確認できます。

QRコードによりアクセスし、Facebookは「いいね！」、
X（旧Twitter）は「フォロー」して頂くことで
今後、最新情報が入手可能となります。


